















(平成23年間第603号遺産雌認、建物IYJ泌さ~;~t'ì求事件) I!州寺1598号 1fT 
I 事実の概張
l 事実
2 原務 (名 ILj)長高:間平成22年12月10n LEX/DB25503 
132) 






















者(以下、 'jiに 「共同相続人Jとする)のうち、 Xl、C、X6及びX7(以
F、ixら」とする)は、 l'iJじく Aの共同相続人であるD、B、Yl、Y2及
びY3(以 |ご、 iYら」とする)、その他のAの共同相続人である E、F、G
及びH (以下、 iEら」とする)を被作として、本件不動産がAの遺産であ
ることの確認を求める訴えを提起した 1)。なお、 Dは第 l緋係属後に死亡
し、 Y4がその地位を承継した。 また、原審 I~I頭弁論終結後に死亡した C
の地位は、 X2、X3、X4及びX5がそれぞれ承継し、同級に、原審IIDf[弁
li首終結後に死亡したBの地位は、 Yl、Y2及びY3がそれぞれ承継した。

















号同61年3月13日第 l小法廷判決 ・民集40巻 2号389頁)、かかる訴えは、共同相
続人全員が当事者として閑与し、その間で合ーにのみ確定することを要する
いわゆる固有必要的共同訴訟と解すべきであり (松高裁昭和60年附第727号平








































100 京北ローレビューVo1.2(2015. February) 
皿評釈
1 本判決の意義





A ) 。 中1I <<~'é分を失っ た相続分譲渡人は、遺産分割森判等の手続得;において、遺





































市ikllr~和54年 7 )J 6 1家)J32巻 3号96n(以下、 illHHI54年決定」とする)等の






| 2} …引一M叫一制削川『附附…新糊版船i主開撒削宥釈糊t恨民叫吋一蹴附鋭拙(一… 〔川イ布州i池地……~rμ~山正』にU口-_口山....:.:~下;
4斐主|陥附s剖"、 2初013ω)。
3) その他に例えば、やJI)I家審尼崎支審Is.fn50{!'-5 ) 130 U家JJ28巻5号38!:J:がある。
102 ].jはじローレピュー Vol.2C2015.February) 
学:説においても、正凶から論じたものは見られなかったところであるべ最
日裁は、本判決が先例とする最判1(1利61年 3) 13日民集40巻2号389tJ(以



















4) 絞判子成，i;:!IO3 刀 28111~~43巻 3 :;'16711についての山本有l彦のJ干釈が、包}/;受巡行や相続


























5) -é木浩ーほか rWJ~;孫必ìli (LEGAL QUEST)J 357.lT (.11内予言介)(イi斐|則、 2013)。
6) l!i判附，fU30"ド12)f26日 l(JI~ 9巻141}2082.!T。
7) 三木ほか・ liiH&il5) 357iJ (川内)0(わは、実質的には、'í'I~1'í.適絡の 1111阻であるとされてい
る。
8) {，左上部布IrドIHJtJ199ri (判よ1・339}~.197Ú (1987)、水町武 「干IJPJrJJ481T以下 (ild'i会縦
w高波下IJmt~J例僻i泌氏'JH，~llrU証161 1f- IJU 142μ(法W会、 1989))を参!恨の上繋理した。
























9) 制りlIil利30~1~5 )j 3111 L~~ 9巻6号793.a.
10) Ii~字引Ifl和50{1' 1 l)J 7 1L~tß29巻 10サ 1525.ri
11 ) 水野 ・!日J払lil:8) 151 U以下によれば、既宇Ij))の無い遺産分割審判では、所イf徽取得の効果が
後の民事訴訟で被るnf能性があるが、 Jt1i物分;I;Ij;訴ぷでは、他のJHf.r，.の所イIとされた分割
部分の所イi縦取得の効朱肉体はもはや争えないという趣旨である、とされている
12) 井上治典 「宇IJlt:Jl26ri (重判解附利61il;皮125ri(1987)。
JI:同州統人のうち白己の判1*，'1分の令部を浪i皮した行は、泣前1官。i2





















ある訴訟政策説(手IH在考対説)とが対立しているとされる 17)0 (JIj 1'tの管理処
13) 従，(IJI布1'，" r宇'J~tJ 20lfi (判評3738'200以(1990))。
14) r共同訴訟人I:Jで訴ぷ7t.f1と手続i並行を統ーすることによ って判決のIAJ作を統ーすること」
をいう (三木ほか'，ìíl~ì主 5) 535N [~1l1雄郷))
15) 秋山幹9)ほか (末in維大=村絞俊夫凪nnrコンメンタールl('J~;孔益法 1 [第2版)J393j:f 
( 日本~"f諸社、 2α則。
16) 三木ほか ・，ìíJf~il: 5) 535頁 〔菱田〕。



















171 学況の繋.f1Jl及び};{IJUについて、鶴mi&r通常J~ lí;1訴訟と必要的共I"J訴訟とのJ克界J 70氏以
下 (f]伊JtJl雌主t挺'i:=引l山14本王将埼平布利1彦i編 『新 . 法付伶t~学戸の7争骨勺. .'，点 ，Xシリ一ズ4 民T事i持~，訴訴斗芯~i法去の7争'円.'
2∞9ω) 参!照!t照{司1。
181 秋1ほか.JiH骨抜 15)393氏。
19) 庶子一応(1，:r条島平氏'JI訴訟法 〔第2版)J213μ 〔新・:;~ 宇可=高僑1.:ぶ= 尚!日約成) (弘文堂、
2011)。
20) 宗m税彦 「判批J111民 (i.去研63を4~} 110以 (990))。





24) 辰子原符.lij拘住 19)215A(新堂=尚縞=向LLI]、向儲宏志 n(.'.'!'~揮必民 'J~訴i法i1.: F (第
2版J3-10頁il:32(有主主|湖、 2012)。
25) 前回日広 r'J!IJltJ12511 (量判解平成冗il'.JlU24m、館山 ・lij掲住21)217氏。
J~Iíi)tIlMI人のうち白己の州統分の全郎を議il!i した""1立、泣注目。! i夜、


















26) ITI'I叫1:太 r'fl)解J105μιJ、F (i}.;\"l会制 rM/::，裁判所:1'1)例解泌氏、J~t，~j平成元年度J 96頁(i1;
?tf会、 (991)。
27) もっとも 、 ;í~受人が共1，.)相絞人の場合、 このtí-は]収))~権を行使される第三者ではないと併
されている ( ' 1'川首之助=良久雄 刊|税法 (~4 1仮)j301 ( (平I斐|湖、 2000)。
28) 谷1=久t1t編 'liiH以上 2)280μ 〔有地=二宮〕。
29) 谷仁1=久氏制 ・liij/，j注 2)282t.f (イn血=一日〕。
30) 篠山「関係人及び務干1)手続の受継J468i'J (小11ほか編 「泊施分i'fljの研究J467TJ (判例
タイムズ相、 1973)(初出、平1)タ169サ63頁 (1965)))、谷円=久氏制 ・liiHMi_t2) 284J~以下 〔有
地=ーニ'I:_f)。
31) 当'Jf_，l'j-たるべき者を欠いた協活及び，Jl停について、 *点j也宇1)lIi利39{lo5 )J 7 1下民集151&
5サ1035W(分;lflJla，演の事案)、谷口=久氏編 lIIj拘注 2)391氏、 396!T(伊政，"，，;])、時lJ比lt
リ1)r相続i1，(第 51反)J186頁(弘文句;i: 、 2014) 。 、'í-'J~者たるべき者を欠いた者PFI) について、 i抑l
比 ・liij掲内195以。t止J市的相続分の泌受人が除外された場合の;l¥j停または:ff判について、谷rI
=久11:制 ・liiHtl注 2)285J:i (街地=二'm 。























判決は、 「共同相続人 1 1日で相続分の譲渡がされたときは、 1~'l極財産と消極財産
321 呈i'jf-将ではない者が加わった協波及び;凶作について、潮凡 -Iiij扶li.t31) 186氏。当事者では
ない者が}JIIわ っ た術開lについて、斎藤秀夫=幼i也幻夫編fiJ:f!'f.家 )J~ :ffi干IJi去J 525r~ (ィーi旧敏1m
(山林内院、 1987)、伊政パ司 f-tl税法J361頁 (イI斐 r~1 、 2002)。
331 谷1=久l'i:編-liiHUi工2)280>=1: (有地=一日〕、iOJ兄-J)ij品u・31)153n。
共同相続人のうち I~ 己の相続分の全部を "刻E した者は 、 述I産確認























34) 批判、!と成13{1ニ7JJlOII 民集55巻 5号955j:i(960氏〕。
35) 相続分の理解について、 「民法905条 I項によって取灰しの対象となる相続分の汲i度とは、
品i'i傾財産とij'板財産とを包析した遺産全体に対する相続分の包t，f;(1川県波をいうJとドl示した
のは、l}jf{s J~主ではなく j，')判決の原審であった (広ぬ尚絞|珂 111文字1)IIIHII52{1~8 J) 29日金宇1)559号
25μ)。
36) 予成13{1二判決は、 fft犯行による移転登記巾~N均l下処分についてのi附j'í訴訟であった。 こ の




























37) 平成13年判決のよ告受理巾立理1]の1"1'で、この点が桁摘されている(蚊判平成13"F7 }-J 10 
日民総55Zi5 ~サ955Tl [96TH))。
共同相続人のうち自己の相続分の全部を液波した者は、 遺産w認、






















39) 本判決についての1記述栄r;Jr判批J5U~ (ひろば6m9 r;'50U (2014) は本偏と民なり、
本f'l:1J;(慌が、このような分属を肯定するものであるとする。1友達は、-i'f'l:1f，(瀞が、 i立rt_確認
JF，芯の、~ 'J~ r.適絡は相続人の rJHo;J相続人としての地1立 (身分)Jによ って基礎付けられる
とみていた」と分析する。 そして、 i位向銭はそれとは民なり、 rril1~i'!分'，'pJを求めることがで
きる地{叫 がil1rt_ViË必の訴えの当'J~者適絡を基礎付けるとみている」 とする。
40) 1'i-11=久1'縦 jiHfl注 2)334W (伊藤〕。もっとも、iJt必はこのような凡解に反対の立場で
ある。




係人 (家 'HヲH件手続ìM2条 2 項、 258~決 llJO として遺産分間手続に|対 'J-するこ




















I 41) iJ'4>:' ，ji掲注4)51 (iが、この.'，¥の分桁を行っていたところである
Jl: [.iJ判時7t人の う ち IÏ己の相続分の全tH>を "ílil!tした(í. は、 道i l1'1~礼ぷ
の訴えの "í'fr何通怖を イl しない、 とした 'I(~長(小向 悠介) 113 
る。
相続人の地位不存化確認に関する批判平成16年 7 月 6 日民~58巻 5サ1319





















421 太1I1，li1;;il'r1!1)併J43J n以下(ìl~W会編 fJt::内政判所中1) 仰1)~r ;Jl. J.~ 'FX.~平成16年度(川J 421A 
(i.去V!i会、 2∞7))。
431 t:本博之=I-.'Jlf!iリ) r民 'J~訴訟法 ( ~7j仮)J 722WU17 (上野)(弘文堂、 2012)はこれ
を、「迂iilrJHi l則係の存体'(IÎ または主体耐そのものを IJF I~対象とするj と述べている
44) 最判Hfl~1I40ir' 5 J)20日民集19>.'il4~;-859H 
451 大判大正2年7J lllli:W9紛662n
























46) 太1. ，jíH~ìl: 42) 43lIT。
47) 谷11=久町制 ・，iHl;iJ二2)29m ( i~JJ>'!'jl男 〕 、 425a (川1'世I!)。
48) 谷LI=久i't制 ・，jil拘注 2)29m  (ゆJQ)。
49) l，aJlr.fl1621r; 9月4日家)140巻 11;.161貨は、共同相続人が一部の相続財産について、民法
256条に基づく ;W'iI\.の JHï物分;'.~J ~，7*をする こ と は"干されないとする 。 同判決の'jq住は、 共同
相続人全uが、'i'H者として、J(，l告 または被告となっていたものであった。
共同制!杭人のうちf'I己の相続分の全部を"i!i度したおは、遺産隊，.2.















的にはィ、 Iljj{í{l[である 。 ところで、ある訴訟~型が問有必説的共|日l訴訟である
か何かの'PJ断は、、1・ji.者適怖の問題、すなわち訴訟要件の問題である 541。 し






叫によらない十11統JH~nのMkJí町iiÆを認めるものである。 よ っ て、このような尖1'1的に illl'n分
;切手続を治脱する Jf~でのJHi{.\'分術院ぷ，JF ，d:は、たとえ、'í'jq'í' ''iリiが下鋭に|均ワーしていたと
しても疋1?1'l分割引l伎の旭lijにJi.し、そもそも訴えの利益を欠くものと解される。
51} kll' lit<li142H32頁、 439uitl7
52) 14>:・ 1刷新t4} 53以。
53) il， flλj脊によ っては、あるJH波概のi位以対象性を争うことも-i)・えられる しかし、それは
ilW.侃必の訴えで解決すれば)Eりるのであるから、そもそも日rl:，2.の平1比もが必められないもの
と解される。よって、本文で1;:1I1Mとしていないの
54) :，f:ほか .1抑制i15)367μ (J[い.IJ、jJt政.liH{:)il: 23118lii。



























共同相続人のうち白己の相続分の全部を議iJlt した者は 、 遺産官'{Il ii~、



















55) 谷1=久1'(編・，jifj1;lil:2) 28m (街地=二白〕。
56) 中川 =決 ・ JjíH~i l: 27) 303氏、鈴木禄弥 『相続法. ，~生[改訂版JJ 186.Q (印l文社、 ω96)。
57) 1:1織につきI'l判1Ir!利29{ド4月8日民集804J，}819.Q、的務につき l及判1Ii!利3411~ 6月19日民
~13どさ 6 ~}757μ等がある。
58) 例外として、例えば定都i郵便貯金依権にi刻する最下Jj 千成22~1~10JJ 8 n 1~集6407 号1719頁
がある。
59) 批判平成13"t'7 月 10日民~55巻 5 号955頁 (96!.Q)。 向下Jj ìR:の訓1f.H~~況は、こうした相続
分"lti皮の析ieltについて、「現時点では一応」とWl似しつつも、 「このように問解するのが判
例のな助というべきであろうJとする(大柄究明 「判解J593nit3 (法1".'会編 rh~I:ljJIX.判所
判例解説K'j~創平成13年度( ~ÎJ 576頁 (i};'I.'会、 2004)))。

























|60ω) なお … 一と一附削の…
る』場崎子介Tにおいても、本文に述べたところと|自1!I.!lはInJじである。
61) 谷)1=久i't制 .，irJi.l注 2)283頁〔二符〕。
共同相続人のうち内己の相続分の令m;を，iliJ!l:した州立、泣政w.J!.






















62) 念のため、‘1<成 13{1' 干I)ik との j~I;;) を再度(，(It;ほしておく 。 1 ， ;11可決と平成 13{ドJ);('品との泌いは、
905条I耳ilこいう相続分は例別持分の1具合か包折的持分か、という [，;)耳lの解釈についての迎い
である。一点、 .j':IHJ i)~ と以来との泌いは、 、吋l円1';波主 'J肝~.案米における t権?程t平利lリl移+転4は 1伽例匹附1リ}別j刈リf付、，\
かt包止封f括』的持分の"fli泌l度主か、 という 'Jf実に対する"村山lの泌いである。
63) 山本 ・lji拘i1:4)51n。
64) 安i主・ 1抑制i1: 391 5Hi Ii:述によれば、 m:r..・たる戊受人は、判決幼のlJ1:~Uを受ける第 一-:r.­
として、共1，;)訴訟(l~flfi P)J参加lをするべきであるとされる。
65) t';冶阿胃、本判決についての栄公正 f判批J4 U (新・ 1")!列島平，JI.Walch l~ 'J~訴，û:W No.46 
(2014))。







の，;JFえの、'i'!f者適怖をイ{しない、とした事業 (小Ji' 悠介) 121 
